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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1.　連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　４社
連結子会社の名称
盟和（大連）汽車配件有限公司
盟和（佛山）汽車配件有限公司
MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.
MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
MEIWA INDUSTRIA MÉXICO, S.A. DE C.V.

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま
す。

2.　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社の名称

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
MEIWA INDUSTRIA MÉXICO, S.A. DE C.V.

持分法を適用しない理由
当該会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、
持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性
がないため持分法を適用しておりません。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類を作成するに当たっては、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しておりま
す。
連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4.　会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
ａ) 商品・製品・原材料

移動平均法
ｂ) 貯蔵品

終仕入原価法
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③　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降
取得の建物附属設備及び構築物並びに工具器具及び備品のうち金型・治工具等については
定額法を採用しております。
連結子会社は定額法によっております。
　なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。
建物、構築物　　　　　　　　　　　３年～40年
機械及び装置、車両及び運搬具　　　２年～10年
工具器具及び備品　　　　　　　　　２年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証
額とし、それ以外のものは零としております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

②　賞与引当金
従業員及び使用人兼務役員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に
見合う分を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社グループでは、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別してお
り、原則として、顧客が検収した時点で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履
行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、別途定める支払条件により概ね１年以内に回収してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の計算書類の作成に当たって採用した重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定に含めております。

② 退職給付に係る負債の計上基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(５年)による定率法により、それぞれ発生の連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包
括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出してお

ります。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連
結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

1.　MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.が保有する資産グループの減損の兆候に関する判断
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結貸借対照表に計上されている有形固定資産8,126,992千円及び無形固定資産414,241千円の
うち、MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.において計上された有形固定資産は1,647,663千円、
無形固定資産は1,675千円であります。
連結子会社であるMEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.については、前連結会計年度に営業利

益を計上しており、当連結会計年度の営業損益はマイナスであったものの、事業計画を踏まえた
翌連結会計年度以降の営業損益がプラス見込みであることから、同社の資産グループに減損の兆
候は認められないと判断しております。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、主として管理会計上の区分に基づく資産のグルーピングを行っております。

連結子会社については、各会社を独立したキャッシュ・フローを生み出す 小の単位としてグル
ーピングを行っております。
MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.は米国会計基準を適用しており、資産グループの固定資

産の帳簿価額に回収可能性がなく、帳簿価額が公正価値を上回る場合、両者の差額が減損損失と
して認識されます。回収可能性のテストは資産グループに減損の兆候が認められる場合に必要と
なり、帳簿価額が当該資産グループの使用及び 終的な処分から見込まれる割引前キャッシュ・
フローの総額を上回る場合に、回収可能性がないと判断されます。
MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.の業績は、同社が部品を供給する主要取扱車種の販売数

量や販売単価に大きく左右されます。同社の事業計画には主要取扱車種の販売数量や販売単価の
予測について不確実性を伴う仮定が使用されており、こうした仮定は事業環境の変化により影響
を受ける可能性があることから、これらの仮定に重要な変更が生じた場合には、固定資産の減損
損失の認識が必要になる可能性があります。

2.　盟和産業株式会社における繰延税金資産の回収可能性に関する判断
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結貸借対照表に計上されている繰延税金資産600,980千円のうち、盟和産業株式会社におい
て計上された繰延税金資産は578,752千円であります。なお、盟和産業株式会社の繰延税金負債
と相殺する前の繰延税金資産の金額は635,625千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金が、将来の課税所得の見積額及び

将来加算一時差異の解消見込額と相殺され、税負担額を軽減することができると認められる範囲
内で計上し、繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得、タックス・プランニング及び将来
加算一時差異の解消スケジュール等に基づき判断しております。
将来の課税所得の見積りは、当社の事業計画を基礎としており、将来の販売数量や販売単価の

予測を主要な仮定としております。
こうした仮定は事業環境の変化により影響を受ける可能性があることから、将来の課税所得の

見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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土地 1,996,880千円
建物及び構築物 831,345千円
機械及び装置 139,242千円
合計 2,967,467千円

短期借入金 2,045,020千円
１年内返済予定の長期借入金 72,843千円
長期借入金 189,000千円
合計 2,306,863千円

機械及び装置 58,423千円
合計 58,423千円

未払金 74,915千円
合計 74,915千円

3.　有形固定資産の減価償却累計額 13,829,007千円

（連結貸借対照表に関する注記）
1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)　担保に供している資産

(2)　担保に係る債務

2.　割賦払いにより所有権が留保されている資産
(1)　所有権が留保されている資産

(2)　対応する債務

　有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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場所 用途 種類 減損損失

長野県

下伊那郡
遊休資産 機械及び装置 66

岐阜県

可児郡
遊休資産 工具器具及び備品 322

場所 用途 種類 減損損失

タイ 事業用資産

機械及び装置

工具器具及び備品

建設仮勘定

ソフトウェア

1,313

5,099

15,440

361

普通株式 3,502,859株

株式の種類
当連結会計年度
期首（株）

当連結会計年度
の増加（株）

当連結会計年度
の減少（株）

当連結会計年度
末（株）

普通株式 3,187 188 － 3,375

単元未満株式の買取りによる増加 188株

（連結損益計算書に関する注記）
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　（当社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

　当社グループは主として管理会計上の区分に基づく資産のグルーピングを行っております。な
お、賃貸資産及び遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　遊休資産については、遊休状態又は稼働休止見込になり将来の用途が定まっていないため、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、売却が困難である資産については正味
売却価額を零として評価しております。

　（子会社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

　当社グループは主として管理会計上の区分に基づく資産のグルーピングを行っております。な
お、連結子会社については、各会社を独立したキャッシュ・フローを生み出す 小の単位としてグ
ルーピングを行っております。
　タイにおける自動車生産が新型コロナウイルス感染拡大前の水準に戻るには暫く時間を要する見
通しであることから、MEIWA INDUSTRY(THAILAND) CO., LTD.では、将来の回収可能性を検討した結
果、上記事業用資産の回収可能価額を使用価値で算定し零と評価して帳簿価額を減額、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

2.　自己株式の種類及び総数

（変動事由の概要）
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決議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日
効力

発生日

2022年
６月29日

定時株主総会
普通株式 87,491 25

2022年
３月31日

2022年
６月30日

2022年
11月10日
取締役会

普通株式 87,490 25
2022年

９月30日
2022年
12月１日

決議予定
株式の
種類

配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日
効力

発生日

2023年
６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 87,487 25

2023年
３月31日

2023年
６月28日

3.　剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（金融商品に関する注記）
1.　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に自動車内装部品の製造販売事業を行うための設備投資に照らして、必
要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用
し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、一部の余資について
は、流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブについては、相場変動リスクの
ある資産・負債のうち、対象とする残高の範囲内でリスクヘッジに限定して利用することとし
ております。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。しかし、営業債権は殆どが現地通貨建てであり、為替の変動リスクに晒されているものは
僅かであります。有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております
が、主に取引先企業等に係る株式、及び一時的な余資運用の債券であり、株式及び債券につい
ては、定期的に時価の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。
　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務、長期未払金は、主に設備投資に必
要な資金の調達を目的としたものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、自動車部品営業及び住宅営業部門におい
て主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると
ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社
についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
　当期の連結決算日現在における 大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結
貸借対照表価額により表されています。

②　市場リスク（相場や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等
を把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引については、取引権限等を定めた社内規程に従い、取締役会での承認のも
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)投資有価証券（※2） 796,872 796,872 －

資産計 796,872 796,872 －

(2) 長期借入金（※3） 1,950,532 1,952,364 1,832

(3) リース債務（※4） 415,255 418,375 3,119

(4) 長期未払金（※5） 390,738 390,610 △127

負債計 2,756,526 2,761,350 4,824

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 56,300

と、デリバティブ取引の実行及び管理は総合管理部において行っております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき総合管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性を連結売上高の１ヶ月分相当以上に維持することなどにより、流動性リスクを
管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

(単位：千円)

（※1）「現金」は注記を省略しており、「預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「有価

証券」「支払手形」「買掛金」「短期借入金」については、短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。また、連結貸借対

照表計上額の重要性が乏しい科目についても、記載を省略しております。

（※2）以下の金融商品は、市場価格のない株式等であることから、「(1)投資有価証券」には含まれ

ておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
(単位：千円)

（※3）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※4）１年内返済予定のリース債務を含めております。
（※5）主に固定資産の割賦取引によるもので、１年内返済予定の未払金を含めております。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 796,872 － － 796,872

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(1年内返済
予定含む)

リース債務(1年内返済
予定含む)

長期未払金(１年内返済
予定含む)

－

－

－

1,952,364

418,375

390,610

－

－

－

1,952,364

418,375

390,610

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類してお
ります。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)

(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金(１年内返済予定含む)

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信
用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。また、固定金利によるも
のの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において
想定される利率で割引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務(１年内返済予定含む)

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される
利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未払金(１年内返済予定含む)

短期で決済される残高については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっ
ており、レベル２の時価に分類しております。また、固定資産の割賦取引による残高について
は、元利金の合計額を、新規に同様の割賦取引を行った場合に想定される利率で割引いた現在価
値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
　賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計

自動車部品 住宅 その他 計

トランク部品 10,663,576 － － 10,663,576 10,663,576

フロア部品 4,421,334 － － 4,421,334 4,421,334

シート部品 2,275,272 － － 2,275,272 2,275,272

その他の自動車部品 1,924,614 － － 1,924,614 1,924,614

住宅設備資材等 － 1,890,286 － 1,890,286 1,890,286

その他 － － 20,888 20,888 20,888

顧客との契約から生じる収益 19,284,797 1,890,286 20,888 21,195,973 21,195,973

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 19,284,797 1,890,286 20,888 21,195,973 21,195,973

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 5,526,982

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,607,893

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、自動車内装部品、住宅設備資材及び建築内装資材等の製造販売を主たる業務と
しております。当社グループの報告セグメントを製品別に分解した売上高は、以下のとおりです。

（注）連結グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記等）4.会計方針に関する事項(4)収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

顧客との契約から生じた債権の残高は、以下のとおりであります。
（単位：千円）
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1.　１株当たり純資産額 3,162円06銭
2.　１株当たり当期純損失 △21円10銭

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 11,065,585

普通株式に係る純資産額（千円） 11,065,585

普通株式の発行済株式総数（株） 3,502,859

普通株式の自己株式数（株） 3,375

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 3,499,484

連結損益計算書上の当期純損失（千円） △73,831

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失（千円） △73,831

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 3,499,591

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。
(1) １株当たり純資産額

(2) １株当たり当期純損失

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 10 －



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

①　商品・製品・原材料
移動平均法

②　貯蔵品
最終仕入原価法

(3) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

2.　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得
の建物附属設備及び構築物並びに工具器具及び備品のうち金型・治工具等については定額法を
採用しております。
　なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。
建物、構築物　　　　　　　　　　　３年～40年
機械及び装置、車両及び運搬具　　　２年～８年
工具器具及び備品　　　　　　　　　２年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。

3.　引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員及び使用人兼務役員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合う分
を計上しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について
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は、給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間内の一定の年数(５年)による定率法により、それぞれ発生した事業年度から費
用処理しております。

4.　収益及び費用の計上基準
　当社では、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別しており、原則と
して、顧客が検収した時点で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充
足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、別途定める支払条件により概ね１年以内に回収してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

5.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類と異なっておりま
す。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しておりま

す。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算
書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

1.　子会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

非上場の子会社株式であるMEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.株式の金額は2,503,525千円で
あります。
当事業年度末において、MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.に対する投資について実質価額

が著しく低下している状況にはないため、評価損を認識しておりません。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
非上場の子会社に対する投資等、市場価格のない株式等は、当該株式の発行会社の財政状態の

悪化により実質価額が著しく低下した時には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場
合を除いて、評価損を計上しております。
当社では、MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.に対する投資について評価損の認識の要否を

検討するにあたり、同社の純資産を基礎として実質価額を算定しております。当事業年度におい
ては、MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.が保有する資産グループについて減損の兆候を識別
しておりません。（連結注記表における「重要な会計上の見積りに関する注記　1.　MEIWA 
INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.が保有する資産グループの減損の兆候に関する判断」をご参照く
ださい。）当該資産グループについて減損の兆候が識別され、減損損失の計上が必要と判断され
た場合、実質価額の算定及び投資の評価損の認識の判断に重要な影響が生じる可能性がありま
す。

2.　繰延税金資産の回収可能性に関する判断
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表に計上されている繰延税金資産の金額は578,752千円であります。なお、繰延税金
負債と相殺する前の繰延税金資産の金額は635,625千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金が、将来の課税所得の見積額及び

将来加算一時差異の解消見込額と相殺され、税負担額を軽減することができると認められる範囲
内で計上し、繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得、タックス・プランニング及び将来
加算一時差異の解消スケジュール等に基づき判断しております。
将来の課税所得の見積りは、当社の事業計画を基礎としており、将来の販売数量や販売単価の

予測を主要な仮定としております。
こうした仮定は事業環境の変化により影響を受ける可能性があることから、将来の課税所得の
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土地 1,996,880千円
建物 831,345千円
機械及び装置 19,748千円

合計 2,847,973千円

短期借入金 2,045,020千円
1年内返済予定の長期借入金 54,000千円
長期借入金 189,000千円

合計 2,288,020千円

機械及び装置 58,423千円
合計 58,423千円

未払金 74,915千円
合計 74,915千円

3.　有形固定資産の減価償却累計額 9,733,508千円

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. 339,092千円

合計 339,092千円

短期金銭債権 28,817千円
短期金銭債務 4,745千円

見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）
1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1)　担保に供している資産

　(2)　担保に係る債務

2.　割賦払いにより所有権が留保されている資産
(1)　所有権が留保されている資産

(2)　対応する債務

　　有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

4.　保証債務
　下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。

5.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の金額
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営業取引による取引高
　営業収益 146,471千円
　営業費用 71,192千円
営業取引以外の取引による取引高 16,739千円

場所 用途 種類 減損損失

長野県
下伊那郡

遊休資産 機械及び装置 66

岐阜県
可児郡

遊休資産 工具器具及び備品 322

普通株式 3,375株

貸倒引当金 6,035千円
退職給付引当金 487,648千円
賞与引当金 9,374千円
繰越欠損金 209,136千円
その他 396,150千円
繰延税金資産小計 1,108,345千円
評価性引当額 △472,720千円
繰延税金資産合計 635,625千円

土地圧縮積立金 27,073千円
償却資産圧縮積立金 1,262千円
その他有価証券評価差額金 28,536千円
繰延税金負債合計 56,872千円

繰延税金資産の純額 578,752千円

（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高

　減損損失
　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

　当社は主として管理会計上の区分に基づく資産のグルーピングを行っております。なお、賃貸資
産及び遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　遊休資産については、遊休状態又は稼働休止見込になり将来の用途が定まっていないため、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、売却が困難である資産については正味
売却価額を零として評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

繰延税金負債
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種類
会社等
の名称

所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

MEIWA 
INDUSTRY 
NORTH 
AMERICA,
INC.

ア メ リ カ
合 衆 国 テ
ネ シ ー 州
ル イ ズ バ
ーグ市

千米ﾄﾞﾙ
23,500

自動車内装
部品の
製造・販売

直接 100
資金援助
部品の販売
役員の兼任

債務保証 339,092 － －

資金の貸付 667,700
関 係 会 社
短期貸付金

667,700

利息の受取 16,739
その他（流
動資産）

9,567

1.　１株当たり純資産額 2,910円13銭
2.　１株当たり当期純利益 １円23銭

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 10,183,956

普通株式に係る純資産額（千円） 10,183,956

普通株式の発行済株式総数（株） 3,502,859

普通株式の自己株式数（株） 3,375

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 3,499,484

損益計算書上の当期純利益（千円） 4,298

普通株式に係る当期純利益（千円） 4,298

普通株式の期中平均株式数（株） 3,499,591

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

（注）1. 債務保証は、事業資金の銀行借入に対するものであります。
2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事
項に関する注記）4.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
(1) １株当たり純資産額

(2) １株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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